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　（設置）

第１条　磐田市は、 磐田市環境基本条例 （平成　　

　17年磐田市条例第273号） 第７条に規定する

　磐田市環境基本計画及び地球温暖化対策の推進

　に関する法律 （平成 10年法律第 117号） 第　

　21条第１項に規定する磐田市地球温暖化対策　

　実行計画を策定するため、 磐田市環境基本計画

　等策定委員会 （以下 「委員会」 という。） を置く。

　（所掌事務）

第２条　委員会は、 磐田市環境基本計画及び磐田

　市地球温暖化対策実行計画の策定案に関する総

　合調整を行う。

　（組織）

第３条　委員会は、 環境水道部長、 資産経営課長

　及び環境課長並びに課長の職にある者のうち市

　長が指名したものをもって組織する。

２　委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。

３　委員長は環境水道部長を、 副委員長は資産経

　営課長をもって充てる。

　（委員長及び副委員長）

第４条　委員長は、 会務を総理し、 委員会を代表

　する。

２　副委員長は、 委員長を補佐し、 委員長に事故

　があるとき、 又は委員長が欠けたときは、 その

　職務を代理する。

　（会議）

第５条　委員会の会議は、 委員長が招集し、 委員

　長が議長となる。

２　委員長は、 必要があると認めるときは、 委員以　

　外の者を出席させ、 説明又は意見を聴くことがで　

　きる。

　（補助機関）

第６条　委員会に必要に応じて磐田市環境基本計画　

　等策定作業部会を置くことができる。

　（庶務）

第７条　委員会の庶務は、 環境水道部において処理　

　する。

　（その他）

第８条　この訓令に定めるもののほか、 委員会の運　

　営に関し必要な事項は、 委員長が別に定める。

附　則

　この訓令は、 公表の日から施行する。

附　則 （平成 19年３月27日訓令第２号）

　（施行期日）

１　この訓令は、 平成 19年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方自治法の一部を改正する法律 （平成 18年　

　法律第53号） 附則第３条第１項の規定により収入

　役が在職する場合にあっては、 改正前の磐田市職

　員懲戒等審査委員会規程、 改正前の磐田市職員倫

　理規程、 改正前の磐田市行財政改革推進本部規程、

　改正前の磐田市総合計画策定委員会規程、 改正前

　の磐田市職員の公益通報に関する規程、 改正前の

　磐田市環境基本計画策定委員会規程、 改正前の磐
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　田市情報化推進本部規程の規定は、 なおその効力

　を有する。 この場合において、 改正前の磐田市職

　員懲戒等審査委員会規程第３条第２項、 改正前の

　磐田市職員倫理規程第 11条第４項、 改正前の磐

　田市行財政改革推進本部規程第３条第２項、 改正

　前の磐田市総合計画策定委員会規程第３条第１項

　及び第３項、 改正前の磐田市職員の公益通報に関

　する規程第６条第３項及び第４項、 改正前の磐田　

　市環境基本計画策定委員会規程第３条第１項及び

　第３項並びに改正前の磐田市情報化推進本部規程

　第３条第２項中「助役」とあるのは「副市長」とする。

附　則 （平成22年３月31日訓令第８号）

　この訓令は、 平成22年４月１日から施行する。

附　則 （平成23年３月24日訓令第２号）

　この訓令は、 平成23年４月１日から施行する。

附　則 （平成26年３月24日訓令第２号）

　この訓令は、 平成26年４月１日から施行する。

附　則 （平成29年３月29日訓令第５号）

　この訓令は、 平成29年４月１日から施行する。

附　則 （令和４年３月30日訓令第３号抄）

　（施行期日）

１　この訓令は、 令和４年４月１日から施行する。

附　則 （令和４年５月 12日訓令第５号）

　この訓令は、 公表の日から施行する。

附　則 （令和５年２月２日訓令第１号）

　この訓令は、 公表の日から施行する。






